



























義務づけられている。介護等体験は、1997 年 11 月の文部省通達において、「7 日間の内訳については、
柏崎：体験活動に向けた主体的な事前学習の開発とその効果
−32 −








































が ､介護体験が多い学生であっても ､ 障害者関連情報への接触が少ない場合､関連情報への接触が多い


















































































































調査対象者：本学学生で、次年度に介護等体験を希望する 2 年生、112 名。
調 査 方 法：質問紙に回答する形で、学期末に実施した。


















を行った。まず、各体験先の理解に関して、学習前後（F （1,111）＝ 1265.69，p <.001）、および体
















験者内要因）を行ったところ、学習前後（F （1,111）＝ 742.33，p <.001）、および設問（F （7, 777）
＝ 27.55, p <.001）の主効果、そして、交互作用（F （7, 777）＝ 116.38，p <.001）が有意であった。
設問の主効果における多重比較を行ったところ、「コミュニケーションの大切さ」の設問が他のい


























平均値 （SD） 平均値 （SD）
Ａ：各体験先の理解
A-1．特別支援学校の理解 2.00 （0.77） 4.28 （0.54） 
A-2．高齢者施設の理解 2.56 （0.77） 4.53 （0.53） 
A-3．障害者施設の理解 2.21 （0.79） 4.34 （0.58） 
A-4．児童養護施設の理解 1.88 （0.85） 4.15 （0.68） 
Ｂ：全般的な理解・心構え
B-1．様々な障害の種類・内容 2.13 （0.76） 4.48 （0.57） 
B-2．個人の尊厳 2.90 （0.88） 4.63 （0.55）
B-3．社会連帯・共生の意識 2.84 （0.82） 4.53 （0.63） 
B-4．生き方・考え方の多様性 2.86 （0.84） 4.62 （0.59）
B-5．介護等体験で何を行うか 2.24 （0.87） 4.57 （0.61）
B-6．コミュニケーションの大切さ 3.53 （0.96） 4.88 （0.42） 
B-7．介護等体験への不安 4.04 （1.03） 3.49 （1.01）
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